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1 業績
(1) 平成14年6月期第1四半期の業績(平成13年7月1日～平成13年9月30日)

単位:百万円

注) 平成13年6月期および平成14年6月期の第1四半期は、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会

社情報の適時開示等に関する規則の取扱別添：四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」に基づく

会計監査人の手続きを実施しております。

(2) 部門別売上高
単位:百万円
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２． 業績( 連結) の概況 

l 第1 四半期の業績( 連結) の概況( 平成1 3 年7 月1 日～平成1 3 年9 月3 0 日)  

当四半期におけるわが国の経済は、民間の自律的な経済活動主導による景気回復を目指しており

ますが、景気の後退基調が継続しているのが現状であります。 

当社にとっても、今なお厳しいマクロ経済環境が継続している中で、インターネット利用者の世

帯普及率が約40％を超え、CATVやNTT東西のフレッツADSL、Yahoo!BBに代表されるブロード

バンド・インターネットサービスの利用者が160万人に達するなど、ブロードバンド市場が立ち上

がってきています。また、インターネットを基本とした産業基盤の再構築と北米中心からアジアへ

の拡大基調が当四半期も継続していると考えます。 

厳しい経済状況と変化する世界情勢を背景に、インターネットを基軸とする通信と放送の枠組み

が変化し、特にブロードバンドに関連した情報通信産業の着実な歩みが始まったといえます。 

こうした環境の中で当社は、インターネット運用技術支援事業やネットワークの24時間運用・保

守事業を中心とした「IPネットワーク事業」が大幅に拡大しました。また、「IPプラットフォーム

事業」では、平成13年3月に子会社となったタウ技研株式会社の営業収益が向上しました。さらに

「その他事業」では、平成12年11月に企画会社として設立した株式会社ブロードバンド・エクスチ

ェンジの事業化を平成13年9月より着手いたしました。 

また、事業の選択と集中を推し進めるために収益性の低い事業については、撤退を含めた見直し

を進めております。 

以上のように、当社は「IPネットワーク事業」に加えて、「IPプラットフォーム事業」を強化し

ておりますが、ブロードバンド事業への先行投資負担が増加していること、企業買収等に伴い認識

した連結調整勘定の償却（155百万円）及び投資消去差額の償却（627百万円）を計上したことによ

り、第1四半期（平成13年7月1日～平成13年9月30日）における連結業績は、売上高1,564百万円、

経常損失862百万円、当期純損失984百万円となりました。 
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３． 当期(連結)の見通し（平成1 3 年7 月1 日～平成1 4 年6 月3 0 日）  

当社のコア事業である「IPネットワーク事業」では、従来からの顧客である日本インターネット

エクスチェンジ株式会社や株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ、データセンター事業の合弁会社で

あるグローバルセンター・ジャパン株式会社に加え、株式会社ブロードバンド・エクスチェンジや

株式会社有線ブロードネットワークス、株式会社ユーズコミュニケーションズへの技術支援事業が

拡大する予定です。また、「IPプラットフォーム事業」では画像用電子機器や通信モバイル関連事

業が好調であり、収益は順調に拡大すると見込んでおりますが、ブロードバンド関連事業への先行

投資と、タウ技研株式会社の買収に伴う連結調整勘定残高（307百万円）や株式会社パソナテック

への出資に伴う投資消去差額残高（1,880百万円）を、当事業年度中に償却する予定であり、当期

の連結業績は以下のようになる見通しであります。 

 
平成14年6月期の連結業績予想（平成13年7月1日～平成14年6月30日） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

通期 7,100 百万円 △910 百万円 △3,530百万円 △3,380百万円 

 
なお、平成14年6月期の業績予想については、平成13年8月23日の決算発表の際に発表いたしま

したとおりであり、変更はありません。 

 
 
 
 
(注）本資料で記述されている業績に関する予想、計画、見通しなどは、現在入手可能な情報に基づき、当社

が判断したものです。実際の業績は様々な要因の変化により、記載の予想、計画、見通しとは大きく異なる

結果となり得ることをご承知おきください。要因としては、主要市場の経済状況およびサービスの需要の変

動、新技術・新サービスなど急激な技術変化、および国内外の各種規制ならびに会計基準・慣行等の変更等

が含まれます。 
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四半期連結貸借対照表
単位:千円

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

％ ％ ％

Ⅰ

1 4,062,568 3,384,775 2,789,620

2 1,614,926 - 1,708,760

3 - 197,772 -

4 313,550 4,801,262 313,489

5 628,690 - 529,482

6 97,235 24,883 117,991

△ 3,044 - △ 3,219

6,713,927 49.9 8,408,694 73.0 5,456,125 42.1

Ⅱ

1 ※1 182,941 1.4 45,118 0.4 160,049 1.2

2

連 結 調 整 勘 定 307,513 - 461,786

そ の 他 11,648 30,643 12,029

319,161 2.4 30,643 0.3 473,816 3.7

3

投 資 有 価 証 券 2,396,602 1,028,291 2,382,661

関 係 会 社 株 式 2,486,618 775,382 3,139,482

出 資 金 ※2 1,026,273 1,077,157 1,041,201

そ の 他 323,983 148,802 319,692

6,233,477 46.3 3,029,633 26.3 6,883,038 53.0

6,735,581 50.1 3,105,395 27.0 7,516,904 57.9

Ⅲ - 724 0.0 - -

13,449,508 100.0 11,514,814 100.0 12,973,030 100.0

(4)

貸 倒 引 当 金

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

繰 延 資 産

資 産 合 計

(3)

無 形 固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

有 価 証 券

有 形 固 定 資 産

た な 卸 資 産

(2)

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

(1)

(1)

(2)

固 定 資 産

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

（平成 13年 6月 30日現在）

第5期
第1四半期連結会計期間末

（平成 12年 9月 30日現在）

　　　　　　　　期　　別
第6期

第1四半期連結会計期間末

現 金 及 び 預 金

営 業 未 収 金

受取手形及び売掛金

（平成 13年 9月 30日現在）

（　資　産　の　部　)

流 動 資 産

科　　目
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単位:千円

 金額 構成比  金額 構成比 金額 構成比

％ ％ ％

Ⅰ 流 動 負 債

1 支払手形及 び買 掛金 1,148,349  － 1,183,610

2 営 業 未 払 金  －                   15,099  －

3 短 期 借 入 金 474,000  －                  434,000

4 賞 与 引 当 金 48,314  －                    24,948

5 そ の 他 235,793 14.1                   80,317 296,938

流 動 負 債 合 計 1,906,456                   95,416 0.8 1,939,498 14.9

Ⅱ 固 定 負 債

1 長 期 借 入 金 7,199  － 6,500

2 退 職 給 付 引 当 金 70,053  － 68,586

固 定 負 債 合 計 77,253 0.6  －  － 84,686 0.7

負 債 合 計 1,983,710 14.7                   95,416 0.8 2,024,185 15.6

1,758,624 13.1  －  －                  267,173     2.1

Ⅰ 資 本 金 2,050,000 15.2              2,050,000 17.8 2,050,000 15.8

Ⅱ 資 本 準 備 金 9,421,000 70.1              9,421,000 81.8 9,421,000 72.6

Ⅲ 欠 損 金 △ 1,791,061 △ 13.3 △ 54,094 △ 0.4 △ 807,043 △ 6.2

Ⅳ
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

12,829 0.1 － － － －

Ⅴ 為 替 換 算 調 整 勘 定 14,405 0.1 2,492 0.0 17,714 0.1

資 本 合 計               9,707,173 72.2            11,419,398 99.2 10,681,671 82.3
負債、少数 株主 持分
及 び 資 本 合 計

            13,449,508 100.0            11,514,814 100.0 12,973,030 100.0

（　資　本　の　部　）

（　負　債　の　部　)

科　　目

（少 数 株 主 持 分）

少 数 株 主 持 分

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

（平成 13年 6月 30日現在）

期　　別
第5期

第1四半期連結会計期間末

（平成 12年 9月 30日現在）

第6期
第1四半期連結会計期間末

（平成 13年 9月 30日現在）
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四半期連結損益計算書
単位:千円

百分比 百分比 百分比

％ ％

Ⅰ 売 上 高 1,564,865 1,564,865 100.0 234,720 234,720 100.0 2,177,231 2,177,231 100.0

Ⅱ 売 上 原 価 1,168,144 1,168,144 74.6 118,509 118,509 50.5 1,528,412 1,528,412 70.2

売 上 総 利 益 396,721 25.4 116,210 49.5 648,819 29.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1 591,340 37.8 166,036 70.7 1,118,078 51.4

営 業 損 失 △ 194,618 △ 12.4 △ 49,825 △ 21.2 △ 469,258 △ 21.6

Ⅳ 営 業 外 収 益

受 取 利 息 708 3,861 19,669

受 取 業 務 手 数 料 1,998 － 8,989

そ の 他 933 3,640 0.2 424 4,286 1.8 7,243 35,902 1.7

Ⅴ 営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,044 45 1,288

持分法による投資損失 652,863 15,054 255,026

組 合 損 失 14,368 20,573 54,134

そ の 他 3,026 671,303 42.9 4,090 39,764 16.4 14,536 324,987 14.9

経 常 損 失 △ 862,281 △ 55.1 △ 85,303 △ 36.3 △ 758,342 △ 34.8

Ⅵ 特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 185 － 360

関 係 会 社 持 分 変 動 益 － 185 0.0 － － － 32,369 32,729 1.5

Ⅶ 特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 73,699 － － 59,861

そ の 他 20 73,720 4.7 － － 31,705 91,566 4.2

税金等調整前当期純損失 △ 935,817 △ 59.8 △ 85,303 △ 36.3 △ 817,180 △ 37.5

法人税、住民税及び事業
税

50,616 1,012 49,245

法 人 税 等 調 整 額 12,519 63,135 4.0 － 1,012 0.4 21,768 71,013 3.3

Ⅷ 少 数 株 主 利 益 14,935 0.9 － － 17,493 0.8

当 期 純 損 失 △ 984,018 △ 62.9 △ 86,316 △ 36.7 △ 870,700 △ 40.0

金額

第5期
第１四半期連結会計期間

自　平成 12年 7月  1日

至　平成 12年 9月30日

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

金額

自　平成 12年 7月   1日

至　平成 13年 6月 30日

科　　目

期　　別

至　平成 13年 9月30日

金額

第6期
第１四半期連結会計期間

自　平成 13年 7月  1日

6
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四半期連結剰余金計算書
単位:千円

Ⅰ △ 807,043 △ 807,043 32,222 32,222 32,222 32,222

Ⅱ

1.
持 分 法 適 用 会 社 の 減 少
に 伴 う 剰 余 金 増 加 高 － － － － 31,434 31,434

Ⅲ 当 期 純 損 失 △ 984,018 △ 86,316 △ 870,700

Ⅳ 欠 損 金 期 末 残 高 △ 1,791,061 △ 54,094 △ 807,043

前連結会計年度

金額

自　平成 12年 7月   1日

至　平成 13年 6月 30日

金額

第5期
第１四半期連結会計期間

自　平成 12年 7月  1日

至　平成 12年 9月30日

連 結 剰 余 金 増 加 高

連 結 剰 余 金 ま た は
欠 損 金 ( △ ) 期 首 残 高

第6期
第１四半期連結会計期間

自　平成 13年 7月  1日

至　平成 13年 9月30日

科　　目

期　　別

7
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(四半期連結財務諸表作成の基本となる重要な事項)

1 連結の範囲に (1) 連結子会社の数 8社 (1) 子会社は全て連結しておりま (1) 連結子会社の数 8社

関する事項 す。

連結子会社の数 3社

IRI USA, Inc. IRI USA, Inc. IRI USA, Inc.

株)ｱｲ･ｱｰﾙ･ｱｲﾌｧｲﾅﾝｽｱﾝﾄﾞﾃｸﾉﾛｼﾞｰ 株)ｱｲ･ｱｰﾙ･ｱｲﾌｧｲﾅﾝｽｱﾝﾄﾞﾃｸﾉﾛｼﾞｰ 株)ｱｲ･ｱｰﾙ･ｱｲﾌｧｲﾅﾝｽｱﾝﾄﾞﾃｸﾉﾛｼﾞｰ

株)ｱｲ･ｱｰﾙ･ｱｲｺﾏｰｽｱﾝﾄﾞﾃｸﾉﾛｼﾞｰ 株)ｱｲ･ｱｰﾙ･ｱｲｺﾏｰｽｱﾝﾄﾞﾃｸﾉﾛｼﾞｰ 株)ｱｲ･ｱｰﾙ･ｱｲｺﾏｰｽｱﾝﾄﾞﾃｸﾉﾛｼﾞｰ

株)ｲﾝﾀｰ･ﾃﾚﾜｰｸ 株)ｲﾝﾀｰ･ﾃﾚﾜｰｸ

株)ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ･ｴｸｽﾁｪﾝｼﾞ 株)ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ･ｴｸｽﾁｪﾝｼﾞ

ﾀｳ技研(株 ﾀｳ技研(株

ﾀｳ･ｻﾌﾟﾗｲｻｰﾋﾞｽ(株 ﾀｳ･ｻﾌﾟﾗｲｻｰﾋﾞｽ(株

株)ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｼｰｱﾝﾄﾞｵｰ 株)ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｼｰｱﾝﾄﾞｵｰ

(2) 非連結子会社名 (2) (2) 非連結子会社名

株)ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｽ･ｵﾝ･ﾃﾞﾏﾝﾄﾞ 株)ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｽ･ｵﾝ･ﾃﾞﾏﾝﾄﾞ

連結の範囲から除いた理由 連結の範囲から除いた理由

非連結子会社(株)ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｽ･ｵﾝ･ﾃﾞﾏﾝ 非連結子会社(株)ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｽ･ｵﾝ･ﾃﾞﾏﾝ

ﾄﾞは、総資産、売上高、当期純利益及 ﾄﾞは、総資産、売上高、当期純利益及

び剰余金は、いずれも連結剰余金に び剰余金は、いずれも連結剰余金に

重要な影響を及ぼしていないためであ 重要な影響を及ぼしていないためであ

ります。 ります。

2 持分法の範囲 (1) 持分法適用の非連結子会社数 (1) (1) 持分法適用の非連結子会社数

に関する事項 1社 1社

株)ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｽ･ｵﾝ･ﾃﾞﾏﾝﾄﾞ 株)ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｽ･ｵﾝ･ﾃﾞﾏﾝﾄﾞ

(2) 持分法適用の関連会社数 (2) 持分法適用の関連会社数 (2) 持分法適用の関連会社数

7社 7社 12社

株)ﾍﾞﾙﾊｰﾄ･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 株)ﾍﾞﾙﾊｰﾄ･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 株)ﾍﾞﾙﾊｰﾄ･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ

ﾓﾊﾞｲﾙ･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｷｬﾋﾟﾀﾙ(株 ﾓﾊﾞｲﾙ･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｷｬﾋﾟﾀﾙ(株 ﾓﾊﾞｲﾙ･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｷｬﾋﾟﾀﾙ(株

株)ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ･ｼﾞｰｱｲｴｽ 株)ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｼｰｱﾝﾄﾞｵｰ 株)ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｼｰｱﾝﾄﾞｵｰ

番組情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽｾﾝﾀｰ(株 株)ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ･ｼﾞｰｱｲｴｽ 株)ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ･ｼﾞｰｱｲｴｽ

ﾒﾃﾞｨｱｻｲﾄ(株 株)ｲｰﾌﾞｯｸｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞｼﾞｬﾊﾟﾝ 株)ｲｰﾌﾞｯｸｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞｼﾞｬﾊﾟﾝ

ﾏｰﾁｬﾝﾀﾞｲｽﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ(株 ﾜｰﾙﾄﾞｱｸｾﾙ(株 ﾜｰﾙﾄﾞｱｸｾﾙ(株

株)ﾊﾟｿﾅﾃｯｸ 番組情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽｾﾝﾀｰ(株 番組情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽｾﾝﾀｰ(株

株)ｺｽﾓ･ｲﾝﾀﾗｸﾃｨﾌﾞ

ﾒﾃﾞｨｱｻｲﾄ(株

ﾏｰﾁｬﾝﾀﾞｲｽﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ(株

株)ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｽ･ｵﾝ･ﾃﾞﾏﾝﾄﾞ

株)ﾊﾟｿﾅﾃｯｸ

期　　別

項　　目

前連結会計年度

至　平成13年6月30日

第5期
第1四半期連結会計期間

至　平成12年9月30日

自　平成12年7月  1日 自　平成12年7月  1日

第6期
第1四半期連結会計期間

自　平成13年7月  1日

会社名 会社名

会社名

会社名

会社名会社名

至　平成13年9月30日

会社名

会社名

会社名

会社名
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期　　別

項　　目

前連結会計年度

至　平成13年6月30日

第5期
第1四半期連結会計期間

至　平成12年9月30日

自　平成12年7月  1日 自　平成12年7月  1日

第6期
第1四半期連結会計期間

自　平成13年7月  1日

至　平成13年9月30日

(3) (3) 持分法を適用しない関連会社名 (3)

会社名

株式会社ｺｽﾓ・ｲﾝﾀﾗｸﾃｨﾌﾞ

持分法を適用しない理由

当社は、株式会社ｺｽﾓ・ｲﾝﾀﾗｸﾃｨ

ﾌﾞの持分を平成12年7月6日に取

得しておりますが、同社の決算

日は12月末日であり、みなし取

得日平成12年12月31となるた

め、持分法の適用から除外して

おります。

(4) 持分法適用会社のうち、四半期 (4) 持分法適用会社のうち、四半期 (4) 持分法適用会社のうち、決算日

決算日が四半期連結決算日と異 決算日が四半期連結決算日と異 が連結決算日と異なる会社につ

なる会社については、各社の事 なる会社については、各社の事 いては、各社の事業年度に係る

業年度における四半期の試算表 業年度における四半期の試算表 財務諸表を使用しております。

を使用しおります。 を使用しおります。

3 連結子会社の 連結子会社の四半期決算日が四半期 連結子会社の四半期決算日が四半期 連結子会社の決算日が連結決算日と

四半期決算日 連結決算日と異なる会社は次のとお 連結決算日と異なる会社は次のとお 異なる会社は次のとおりでありま

等に関する事 りであります。 りであります。 す。

項 第１
四半期
決算日

第１
四半期
決算日 決算日

6月30日 6月30日 3月31日

6月30日 6月30日 3月31日

株)ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ･ｴｸｽﾁｪﾝｼﾞ 6月30日 株)ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ･ｴｸｽﾁｪﾝｼﾞ 3月31日

株)ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｼｰｱﾝﾄﾞｵｰ 6月30日 株)ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｼｰｱﾝﾄﾞｵｰ 3月31日

なお、四半期連結財務諸表を作成す なお、四半期連結財務諸表を作成す 財務諸表の作成にあたっては、同日

るに当たっては、同日現在の四半期 るに当たっては、同日現在の四半期 現在の財務諸表を使用し、連結決算日

財務諸表を使用し、四半期連結決算 財務諸表を使用し、四半期連結決算 との間に生じた重要な取引について

日との間に生じた重要な取引につい 日との間に生じた重要な取引につい は、連結上必要な調整を行っており

ては、連結上必要な調整を行ってお ては、連結上必要な調整を行ってお ます。また、ﾀｳ技研(株)は、決算期

ります。 ります。 変更により平成13年4月1日から平成

13年6月30日の3ヶ月決算となってお

ります。

会社名

株)ｱｲ･ｱｰﾙ･ｱｲﾌｧｲﾅﾝｽｱﾝﾄﾞﾃ
ｸﾉﾛｼﾞｰ

株)ｱｲ･ｱｰﾙ･ｱｲｺﾏｰｽｱﾝﾄﾞﾃｸﾉ
ﾛｼﾞｰ

会社名

株)ｱｲ･ｱｰﾙ･ｱｲﾌｧｲﾅﾝｽｱﾝﾄﾞﾃ
ｸﾉﾛｼﾞｰ

株)ｱｲ･ｱｰﾙ･ｱｲｺﾏｰｽｱﾝﾄﾞﾃｸﾉ
ﾛｼﾞｰ

株)ｱｲ･ｱｰﾙ･ｱｲｺﾏｰｽｱﾝﾄﾞﾃｸﾉ
ﾛｼﾞｰ

会社名

株)ｱｲ･ｱｰﾙ･ｱｲﾌｧｲﾅﾝｽｱﾝﾄﾞﾃ
ｸﾉﾛｼﾞｰ
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第6期
第1四半期連結会計期間

第5期
第1四半期連結会計期間 前連結会計年度

自　平成13年7月  1日 自　平成12年7月  1日 自　平成12年7月  1日
至　平成13年9月30日 至　平成12年9月30日 至　平成13年6月30日

4 会計処理基準 (1) 重要な資産の評価基準及び評価 (1) 重要な資産の評価基準及び評価 (1) 重要な資産の評価基準及び評価

に関する事項 方法 方法 方法

有価証券 有価証券 有価証券

その他有価証券 　　　　移動平均法による原価法その他有価証券 その他有価証券

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの

第一四半期末時の市場価格等に 　･･･移動平均法による原価法 　･･･移動平均法による原価法

基づく時価法（評価差額は全部 時価のないもの 時価のないもの

資本直入法により処理し、売却 　･･･移動平均法による原価法 　･･･移動平均法による原価法

原価は移動平均法により算定し

ている）

時価のないもの

　･･･移動平均法による原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却 (2) 重要な減価償却資産の減価償却 (2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 の方法 の方法

有形固定資産 有形固定資産 有形固定資産

･･･法人税法の規定に基づく定

率法を採用しております。

無形固定資産 無形固定資産 無形固定資産

･･･定額法 ･･･法人税法に規定する定額法 ･･･定額法

ただし、自社利用ソフトウェア によっております。ただし、ソ ただし、ソフトウェアについて

については利用可能期間(５年) フトウェアについては、ソフト は、ソフトウェアから組成され

に基づく定額法によっておりま ウェアから組成される販売用ソ る販売用ソフトの販売見込期間

す。 フトの販売見込期間で、毎期均 で、毎期均等額を償却しており

等額を償却しております。 ます。また自社利用のソフト

また、自社利用ソフトウェアに ウェアについては、利用可能期

ついては、利用可能期間に基づ 間にもとづく定額法によってお

く定額法によっております。 ります。

(3) (3) 繰延資産の処理方法 (3) 繰延資産の処理方法

開業費 開業費

商法の規定する最長期間(5年)
で毎期均等額を償却しておりま

す。

創立費 創立費

支出時に全額費用処理しており

ます。

(4) 重要な引当金の計上基準 (4) (4) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金 ① ①貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率 一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能 債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を 性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 計上しております。

同左

期　　別

･･･定率法

同左

･･･定率法

項　　目
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第6期
第1四半期連結会計期間

第5期
第1四半期連結会計期間 前連結会計年度

自　平成13年7月  1日 自　平成12年7月  1日 自　平成12年7月  1日
至　平成13年9月30日 至　平成12年9月30日 至　平成13年6月30日

期　　別

項　　目

4 会計処理基準 ②賞与引当金 ② ②賞与引当金

に関する事項 従業員への賞与支給に備えるた 従業員への賞与支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上し め、支給見込額に基づき計上し

ております。 ております。

③退職給付引当金 ③ ③退職給付引当金

退職給付制度を導入している子 退職給付制度を導入している子

会社については、従業員の退職 会社については、従業員の退職

給付に備えるため、当四半期末 給付に備えるため、連結会計年

において発生していると認めら 度末における退職給付債務及び

れる額を計上しております。 年金資産の見込額に基づき、連

結会計年度末において発生して

いると認められる額を計上して

おります。

(5) 重要なリース取引の処理方法 (5) 重要なリース取引の処理方法 (5) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の 同左 同左

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。

(6) その他連結財務諸表作成のため (6) その他連結財務諸表作成のため (6) その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項 の重要な事項 の重要な事項

① 消費税等の会計処理は、税抜方 ① 同左 ① 消費税の会計処理は、税抜方式

式によっております。なお、仮 によっております。

払消費税等および仮受消費税等

は相殺のうえ、流動負債の｢そ

の他」に含めて表示しておりま

す。

② 投資事業組合への出資金は、組 ② 同左 ② 同左

合契約に規定される決算報告日

に応じて入手可能な最近の決算

書を基礎とし、持分相当額を純

額で取り込む方法によっており

ます。

11



株式会社インターネット総合研究所

(表示方法の変更)

前連結会計年度までは、「営業未収金」 前連結会計年度までは、「営業未収金」

として掲記しておりましたが、当四半期 として掲記しておりましたが、当連結会

連結会計期間において新たに「受取手 計年度において新たに「受取手形」およ

形」および「売掛金」を計上したことに び「売掛金」を計上したことにより、

より、「受取手形および売掛金」へ表示 「受取手形および売掛金」へ表示を変更

を変更しております。なお、当連結会計 しております。なお、当連結会計年度の

年度の「受取手形」の金額は、107,961 「受取手形」の金額は、136,736千円で

千円であります。 あります。

前連結会計年度までは、「営業未払金」 「有形固定資産」は、前連結会計年度ま

として掲記しておりましたが、当連結会 で総額で一括掲記しておりましたが、

計年度において新たに「支払手形」およ 「工具器具備品」が、総資産額の100分
び「買掛金」を計上したことにより、 の1を超えたため、区分掲記いたしまし

「支払手形および買掛金」へ表示を変更 た。前連結会計年度の有形固定資産の内

しております。なお、当連結会計年度の 訳は以下のとおりであります。

「支払手形」の金額は、659,594千円で 建物 26,751 千円

あります。 減価償却累計額 △ 2,194 千円

工具器具備品 16,510 千円

減価償却累計額 △ 5,007 千円

前連結会計年度までは、「営業未払金」

として掲記しておりましたが、当連結会

計年度において新たに「支払手形」およ

び「買掛金」を計上したことにより、

「支払手形および買掛金」へ表示を変更

しております。なお、当連結会計年度の

「支払手形」の金額は、753,466千円で

あります。

前連結会計年度において独立掲記してい

た以下の科目は、その金額が営業外収益

の100分の10以下であるため、当連結会

計年度から営業外収益「雑収入」に含め

て表示しております。

雇用開発助成金 927 千円

受取賃貸料 2,350 千円

前連結会計年度において独立掲記してい

た以下の科目は、その金額が営業外費用

の100分の10以下であるため、当連結会

計年度から営業外費用「雑損失」に含め

て表示しております。

開業費償却 966 千円

為替差損 24 千円

至　平成12年9月30日

当連結会計年度末残高

当連結会計年度末残高

第1四半期連結会計期間

自　平成13年7月  1日
至　平成13年9月30日

前連結会計年度

自　平成12年7月  1日
至　平成13年6月30日

第1四半期連結会計期間

自　平成12年7月  1日
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(追加情報)

(金融商品に係る会計処理について) (為替換算調整勘定について) (為替換算調整勘定について)

金融商品については、当四半期よりその 前連結会計年度において「負債の部」に 前連結会計年度において「負債の部」に

他有価証券のうち時価のあるものの評価 計上していた「為替換算調整勘定」は、 計上していた「為替換算調整勘定」は、

の方法について金融商品に係る会計基準 中間連結財務諸表規則に従い、「資本の 連結財務諸表規則に従い、「資本の部」

（「金融商品に係る会計基準の設定に関 部」に含めてめて計上しております。 に含めてめて計上しております。

する意見書」（企業会計審議会　平成11

年1月22日))を適用しております。 (金融商品に係る会計基準について) (金融商品に係る会計基準について)

この結果、その他有価証券評価差額金 金融商品については、当四半期より金融 金融商品については、当期より金融商品

12,829千円、少数株主持分が12千円計上 商品に係る会計基準（「金融商品に係る に係る会計基準（「金融商品に係る会計

され、固定資産(繰延税金資産)が9,260千 会計基準の設定に関する意見書」（企業 基準の設定に関する意見書」（企業会計

円少なく計上されております。 会計審議会平成11年1月22日））を適用 審議会平成11年1月22日））を適用して

しております。 おります。

ただし、当四半期においては、その他有 ただし、その他有価証券については時価

価証券については時価評価を行わず、原 評価を行わず、原価法を採用いたしまし

価法を採用いたしました。なお、これに た。なお、これによる損益への影響はあ

よる損益への影響はありません。 りません。

平成12年大蔵省令第11号附則第3項によ 平成12年大蔵省令第9号附則第3項による

るその他有価証券に係る四半期連結貸借 その他有価証券に係る連結貸借対照表

対照表計上額等は、次のとおりでありま 計上額等は、次のとおりであります。

す。

四半期連結貸借対照表
計 上 額

310,491 千円 連結貸借対照表計上額 481,502 千円

時 価 321,140 千円 時 価 533,682 千円
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金 相 当 額

6,255 千円
その他有価証券評価差
額 金 相 当 額

30,238 千円

繰延税金負債相当額 4,492 千円 繰延税金負債相当額 21,941 千円

第6期
第1四半期連結会計期間

自　平成13年7月  1日

至　平成13年9月30日

前連結会計年度

自　平成12年7月  1日

至　平成13年6月30日

第5期
第1四半期連結会計期間

自　平成12年7月  1日

至　平成12年9月30日
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株式会社インターネット総合研究所

(四半期連結貸借対照表関係)

※1 有形固定資産の減価償却累計額 ※1 有形固定資産の減価償却累計額 ※1 有形固定資産の減価償却累計額

183,734 千円 9,492 千円 170,977 千円

※2 投資事業組合への出資金の評価 ※2 投資事業組合への出資金の評価 ※2 投資事業組合への出資金の評価

投資事業組合への出資のうち 投資事業組合への出資のうち 投資事業組合への出資のうち

483,807千円については、平成13 497,755千円については、平成12 483,807千円については、平成13

年3月31日現在の組合決算報告 年3月31日現在の組合決算報告 年3月31日現在の組合決算報告

書、95,537千円については、平 書、99,289千円については、平 書、97,852千円については、平

成13年6月30日現在の中間組合決 成12年6月30日現在の中間組合決 成12年12月31日現在の組合決算

算報告書、446,928千円について 算報告書、480,112千円について 報告書、459,542千円について

は、平成13年6月30日現在の組合 は、平成12年6月30日現在の組合 は、平成12年12月31日現在の中

決算報告書に基づいて評してお 決算報告書に基づいて評してお 間組合決算報告書に基づいて評

ります。 ります。 価しております。

※3 期末日満期手形の会計処理 ※3 ※3 期末日満期手形の会計処理

期末日満期手形は、手形交換日を 期末日満期手形は、手形交換日を

もって決済処理しております。な もって決済処理しております。な

お、当期末が金融機関の休日で お、当期末が金融機関の休日で

あったため、次の期末日満期手形 あったため、次の期末日満期手形

が、期末残高に含まれております。 が、期末残高に含まれております。

受 取 手 形 834 千円 受 取 手 形 21,191 千円

支 払 手 形 139,815 千円 支 払 手 形 168,476 千円

(四半期損益計算書関係)

※1 販売費および一般管理費の主なもの ※1 販売費および一般管理費の主なもの ※1 販売費および一般管理費の主なもの

給 与 126,523 千円 給 与 55,761 千円 給 与 301,895 千円

賞与引当金繰入額 11,214 千円 支 払 手 数 料 22,966 千円 賞与引当金繰入額 11,327 千円

退 職 給 付 費 用 1,925 千円 退 職 給 付 費 用 3,802 千円

支 払 手 数 料 65,373 千円 支 払 手 数 料 134,826 千円

連結調整勘定償却額 155,446 千円 連結調整勘定償却額 155,306 千円

※2 持分法適用会社の法人税等は、概 ※2 持分法適用会社の法人税等は、概 ※2

算で計算しております。 算で計算しております。

前連結会計年度末

平成13年6月30日現在

第5期
第1四半期連結会計期間末

平成12年9月30日現在

前連結会計年度末

至　平成13年6月30日

第5期
第1四半期連結会計期間末

至　平成12年9月30日

自　平成12年7月  1日 自　平成12年7月  1日

至　平成13年9月30日

第6期
第1四半期連結会計期間末

平成13年9月30日現在

第6期
第1四半期連結会計期間末

自　平成13年7月  1日
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株式会社インターネット総合研究所

(リース取引関係)

ﾘｰｽ物件の所有権が借主に移転すると認め ﾘｰｽ物件の所有権が借主に移転すると認め ﾘｰｽ物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ られるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ られるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ

(1)ﾘｰｽ物件の取得価額相当額、減価償却 (1)ﾘｰｽ物件の取得価額相当額、減価償却 (1)ﾘｰｽ物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び第1四半期末残高相当額 累計額相当額及び第1四半期末残高相当額 累計額相当額及び期末残高相当額

単位:千円 単位:千円 単位:千円

有形
固定資産

無形
固定資産 合計

有形
固定資産

無形
固定資産 合計

有形
固定資産

無形
固定資産 合計

取 得 価 額
相 当 額 93,392 7,972 101,365

取 得 価 額
相 当 額 110,084 7,414 117,498

取 得 価 額
相 当 額 95,068 7,972 103,040

減 価 償 却
累計額相当額 48,092 3,534 51,626

減 価 償 却
累計額相当額 48,814 2,459 51,274

減 価 償 却
累計額相当額 46,517 3,125 49,643

期 末 残 高
相 当 額 45,300 4,438 49,738

期 末 残 高
相 当 額 61,270 4,954 66,224

期 末 残 高
相 当 額 48,550 4,846 53,397

(2)未経過ﾘｰｽ料第1四半期末残高相当額 (2)未経過ﾘｰｽ料第1四半期末残高相当額 (2)未経過ﾘｰｽ料期末残高相当額

1 年 内 21,616 千円 1 年 内 24,771 千円 1 年 内 22,157 千円

1 年 超 30,429 千円 1 年 超 43,834 千円 1 年 超 33,554 千円

合 計 52,045 千円 合 計 68,605 千円 合 計 55,711 千円

(3)支払ﾘｰｽ料及び減価償却費相当額 (3)支払ﾘｰｽ料及び減価償却費相当額 (3)支払ﾘｰｽ料及び減価償却費相当額

　支払ﾘｰｽ料 6,758 千円 　支払ﾘｰｽ料 7,729 千円 　支払ﾘｰｽ料 30,368 千円

　減価償却費相当額 6,012 千円 　減価償却費相当額 6,837 千円 　減価償却費相当額 26,985 千円

　支払利息相当額 742 千円 　支払利息相当額 981 千円 　支払利息相当額 3,591 千円

(4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法

ﾘｰｽ期間を耐用年数とし、残存価額を零と 同左 同左

する定額法によっております。

(5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法

ﾘｰｽ料総額とﾘｰｽ物件の取得価額相当額の 同左 同左

差額を利息相当額とし、各期への配分方

法は利息法によっております。

前連結会計年度

自　平成12年7月  1日

至　平成13年6月30日

第5期
第1四半期連結会計期間

第6期
第1四半期連結会計期間

自　平成13年7月  1日

至　平成13年9月30日

自　平成12年7月  1日

至　平成12年9月30日
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株式会社インターネット総合研究所

(有価証券関係)

時価のある有価証券 (単位:千円)

その他有価証券 取得原価

四半期
連結貸借
対照表計

上額 差額 取得原価

四半期
連結貸借
対照表計
上額 差額 取得原価

四半期
連結貸借
対照表計
上額 差額

① 株式 3,900     8,050     4,150     3,900     3,900     -             3,900     3,900     -             
② 債券 1,863     2,001     137        1,863     1,863     -             

合計 5,763     10,051   4,287     3,900     3,900     -             5,763     5,763     -             

時価評価されていない有価証券 (単位:千円)

その他有価証券

① 証券投資信託受益証券

② 非上場株式(店頭売買株式を除く)

合計

区分

区分

第6期第1四半期
連結会計期間末

(平成13年9月30日現在)

四半期
連結貸借対照表計上額

第6期第1四半期
連結会計期間末

(平成13年9月30日現在)

第5期第1四半期
連結会計期間末

(平成12年9月30日現在)
前連結会計年度

(平成13年6月30日現在)

313,544
1,959,619

313,489
1,901,158

第5期第1四半期
連結会計期間末

(平成12年9月30日現在)

四半期
連結貸借対照表計上額

前連結会計年度
(平成13年6月30日現在)

連結貸借対照表計上額

2,214,6482,273,163

4,801,262
1,024,391

5,825,654
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株式会社インターネット総合研究所

(１株当たり情報)

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額

246,387.84 円 857,956.29 円 269,534.97 円

1株当たり当期純利益 1株当たり当期純利益 1株当たり当期純利益

△ 23,475.40 円 △ 6,485.09 円 △ 21,970.73 円

潜在株式調整後1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純利益

潜在株式調整後1株当たり当期純利 潜在株式調整後1株当たり当期純利 潜在株式調整後1株当たり当期純利

益は、1株当たり当期純損失が計上 益は、1株当たり当期純損失が計上 益は、1株当たり当期純損失が計上

されているため記載しておりませ されているため記載しておりませ されているため記載しておりませ

ん。 ん。 ん。

前連結会計年度

自　平成12年7月  1日

至　平成13年6月30日

第6期　第1四半期会計期間

自　平成13年7月  1日

至　平成13年9月30日

自　平成12年7月  1日

至　平成12年9月30日

第5期　第1四半期会計期間
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株式会社インターネット総合研究所

(後発事象)

1 子会社について 1 子会社について

当社、日本電気株式会社、松下電器 当社は、子会社である(株)ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝ

産業株式会社との3社間において、以 ﾄﾞ･ｴｸｽﾁｪﾝｼﾞに対して平成13年7月30日

下の会社の設立に関し、平成12年11 および平成13年8月28日に、第三者割

月2日付にて基本合意が成立いたしま 当の引受により追加出資いたしまし

した。 た。追加出資の内容は以下のとおりで

なお、設立新会社は当社の子会社とな あります。

ります。

平成13年7月30日実施分について

会 社 名 株)ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ･ｴｸｽﾁｪﾝ 資 本 金 400,000千円

ｼﾞ 当社出資額 285,000千円(83.8%)

資 本 金 100,000千円 事 業 内 容 ﾈｯﾄﾜｰｸ･ｴｸｽﾁｪﾝｼﾞｻｰﾋﾞｽ

当社出資額 50,000千円(50.0%) ｺﾝﾃﾝﾂ･ｴｸｽﾁｪﾝｼﾞｻｰﾋﾞｽ

主 要 株 主 日本電気株式会社 ｿﾘｭｰｼｮﾝ･ｴｸｽﾁｪﾝｼﾞｻｰﾋﾞｽ

松下電器産業株式会社

事 業 内 容 ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞIXｻｰﾋﾞｽお 平成13年8月28日実施分について

よびｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続ｻｰﾋﾞｽ 資 本 金 3,000,000千円

等の付帯ｻｰﾋﾞｽ 当社出資額 969,350千円(43.5%)

事 業 内 容 同上

前連結会計年度

自　平成12年7月  1日

至　平成13年6月30日

第6期
第1四半期会計期間

自　平成13年7月  1日

至　平成13年9月30日

第5期
第1四半期会計期間

自　平成12年7月  1日

至　平成12年9月30日
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